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金融円滑化への取組み状況について 

 

平成 25 年 5 月 15 日 

 

金融円滑化への取組み状況について 

 

倉吉信用金庫は、地元の中小企業および個人のお客様の幅広い資金ニーズに、

迅速かつ安定的にお応えするため、「地域金融円滑化のための基本方針」を定め、

地域金融の円滑化に全力を傾注して取り組んでいます。 

「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律」（以

下「金融円滑化法」といいます）第 7条第 1項の規定に基づき、平成 25 年 3 月末

における当金庫の金融円滑化への取組状況をお知らせいたします。 

 

１．金融円滑化管理に関する基本方針について 

（内閣府令第 6 条第 1 項第 1 号に規定する法第 4 条及び第 5 条の規定に基づく措

置の実施に関する方針の概要） 

 

当金庫は、法の施行を受け、平成 22 年 1 月 28 日「地域金融円滑化のための基

本方針」定め、当金庫の取組方針などを、ホームページ等で公表するとともに、

全役職員に周知徹底しております。 

 

当金庫の金融円滑化への取組方針は以下の通りです。 

 

 

取組方針 

地域の中小企業および個人のお客様への安定した資金供給は、事業地域

が限定された協同組織金融機関である信用金庫にとって、最も重要な社会

的使命です。 

私どもは、お客様からの資金需要や貸出条件の変更等のお申込があった

場合には、これまでと同様、お客様の抱えている問題を十分把握したうえ

で、その解決に向けて真摯に取り組みます。 
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２．お借入条件の変更等の対応状況を適切に把握するための体制について 

（内閣府令第 6 条第 1 項第 2 号に既定する法第 4 条及び第 5 条の規定に基づく措

置の状況を適切に把握するための体制に関する事項） 
 

① 「金融円滑化推進委員会」の設置 

金融の円滑化を図るための管理態勢の実効性を確保するため、専務理事を委

員長とし、常勤理事、本部各部長・室長を委員とする「金融円滑化推進委員会」

を設置し、金融円滑化に関する情報の共有を図るとともに、金融円滑化に関連

する各種施策を連携して取組んでいく体制といたしました。（平成 22 年 1 月 28

日） 
 

②「金融円滑化管理責任者」の設置 

適切な金融円滑化を図り、その実効性を確保するため、金融円滑化管理にお

けるお客様への適切な対応等にかかる事項を統括、管理するため、管理部署の

審査部の審査担当理事を管理責任者とする「金融円滑化管理責任者」を設置し

ました。（平成 22 年 1 月 28 日） 
 

③「金融円滑化相談窓口」「金融円滑化対応責任者」の設置 

金融円滑化対応責任者を各部・店長とし、お客様からのご相談やお申込に対

する適切な対応を図るため、各営業店に「金融円滑化相談窓口」を設置してお

ります。（平成 21 年 12 月 7 日） 
 

④「休日融資特別相談窓口」の設置 

お客様からのご相談やお申込の利便性を図るため、本店営業部に、毎週土曜

日「休日融資特別相談窓口」を設置しております。 
 

⑤理事会の役割 

理事会は、金融円滑化管理にかかる最終責任機関として、「地域金融円滑化

のための基本方針を定めるなど、金融円滑化管理を徹底するための態勢を整備、

構築しております。 
 

⑥お借入条件の変更等の申込・相談に係る管理態勢 

お借入条件の変更等の申込・相談については、各営業店で記録・保管すると

ともに、毎月担当部署（審査部）に報告させ、担当部署において検証・管理し

ております。 

なお、やむなく謝絶や取下げが発生した場合は別途記録を作成し、発生の都

度「金融円滑化推進委員会」に報告いたします。 
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３．お借入条件の変更等に係る苦情相談を適切に行うための体制について 

（内閣府令第 6 条第 1 項第 3 号に既定する法第 4 条及び第 5 条の規定に基づく措

置に係る苦情相談を適切に行うための体制の概要） 
 

①苦情相談窓口の設置 

本部コンプライアンス統括室に苦情相談窓口を設置し、金融円滑化に関する

お客様からの苦情、相談メール、専用フリーダイアルを新たに設置し、真摯に

対応する体制としております。 

（平成 22 年 1 月 18 日苦情、相談メール開設・同 25 日専用フリーダイアル開設） 
 

②お客様からの苦情、相談記録の作成と保存 

お客様からございました、苦情、相談については、その内容を適切に記録・

保存するとともに、委員会で協議を行い、関連部署と協力し、問題解決、改善

に努めてまいります。 

 

４．中小企業者のお客様の事業についての改善または再生のための支援を行うため

の体制について 

（内閣府令第 6 条第 1 項第 4 号に既定する法第 4 条の規定に基づく措置をとった

後において、当該措置に係る中小企業者の事業についての改善又は再生のための

支援を適切に行うための体制の概要） 
 

①経営相談・経営指導及び経営改善に向けた取組み 

お客様からの経営相談については営業店が真摯にお話をお伺いし、お客様の

抱えている問題を十分認識したうえで、その解決に向けて真摯に取組んでまい

ります。 

経営改善計画を策定する意思のあるお客様から要請がある場合には、経営改

善計画の策定を支援しております。 

また、お借入条件の変更等に際して、経営改善計画を策定した場合には、当

該改善計画の進捗状況を適切に管理するとともに、必要に応じて経営相談・経

営指導を行うなど、経営改善に向けた働きかけを行っております。 

経営改善・指導は本部企業再生課がサポートいたします。 
 

②経営相談・経営指導及び経営改善に向けた能力向上施策 

お客様の事業価値を見極める能力（目利き力）を向上させるための研修を実

施し、当該能力の向上を目的とした人材育成に努めてまいります。 
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12月末
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平成24年
3月末

平成24年
6月末

平成24年
9月末

平成24年
12月末

平成25年
3月末

185 1,226 2,108 2,759 3,431 3,955 4,563 4,913 5,527 5,997 6,318 6,956 8,041 8,930

83 1,037 1,998 2,706 3,186 3,726 4,094 4,678 5,281 5,752 6,081 6,667 7,797 8,449

0 0 0 0 0 58 75 77 77 82 82 82 82 82

101 183 95 20 213 139 240 4 15 9 0 53 8 245

0 5 14 31 31 31 153 153 153 153 153 153 153 153

平成21年
12月末

平成22年
3月末

平成22年
6月末

平成22年
9月末

平成22年
12月末

平成23年
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平成23年
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平成24年
3月末

平成24年
6月末

平成24年
9月末

平成24年
12月末

平成25年
3月末

12 106 192 223 275 326 382 428 484 530 555 615 684 740

8 90 168 214 256 305 342 404 459 505 531 584 659 711

0 0 0 0 0 3 5 6 6 7 7 7 7 7

4 14 21 3 13 12 19 2 3 2 1 8 2 6

0 2 3 6 6 6 16 16 16 16 16 16 16 16

１．貸付けの条件の変更等の申込を受けた貸付債権の額

（債務者が中小企業者である場合）

うち、審査中の貸付債権の額

うち、取下げに係る貸付債権の額

貸出条件の変更等の申込を受けた貸付債権の数

うち、謝絶に係る貸付債権の額

２．貸付けの条件の変更等の申込を受けた貸付債権の数

金融円滑化法第４条に基づく措置の実施状況

（債務者が中小企業者である場合）

貸出条件の変更等の申込を受けた貸付債権の額

うち、実行に係る貸付債権の額

（単位：件）

（単位：百万円）

うち、実行に係る貸付債権の数

うち、謝絶に係る貸付債権の数

うち、審査中の貸付債権の数

うち、取下げに係る貸付債権の数
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18 143 243 308 344 386 388 425 442 524 584 635 635 674

0 73 184 260 284 296 338 378 394 435 467 525 565 598

0 0 0 7 7 7 7 7 7 7 30 30 30 30

18 52 24 0 12 41 2 0 0 41 46 39 0 5

0 17 34 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39
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2 13 25 29 33 35 36 41 43 51 56 60 60 65

0 8 18 24 27 28 30 36 38 44 47 52 54 58

0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2

2 4 5 0 1 2 1 0 0 2 3 2 0 1
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３．貸付けの条件の変更等の申込を受けた貸付債権の額

金融円滑化法第５条に基づく措置の実施状況

（債務者が住宅資金借入者である場合）

貸出条件の変更等の申込を受けた貸付債権の額

うち、実行に係る貸付債権の額

うち、謝絶に係る貸付債権の額

うち、実行に係る貸付債権の数

うち、謝絶に係る貸付債権の数

うち、審査中の貸付債権の数

うち、取下げに係る貸付債権の数

４．貸付けの条件の変更等の申込を受けた貸付債権の数

（債務者が住宅資金借入者である場合）

うち、審査中の貸付債権の額

（単位：件）

（単位：百万円）

貸出条件の変更等の申込を受けた貸付債権の数

うち、取下げに係る貸付債権の額
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